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1．はじめに

1－1マスツーリズムの一般的概念

マスツーリズム（Mass Tourism）とは観

光の大衆化であり大量の観光者が発生する

現象をいう。もともと暇と資産を有する富

裕階級のみが享受できた観光が，大衆の経

済力の向上、旅行の商品化の進展により大

衆に普及していった。大衆＝uass＝大量

という概念がこの言葉の中には含まれてい

る。マスツーリズムは、先進国から生じた

現象である。具体的にはアメリカ、日本そ

して西ヨーロッパ諸国である。

マスツーリズムが発生した時期、またそ

れが進展していった時期はいつなのであろ

う。それは国によって異なる。わが国にお

いては、一般的には1960年代から始まり

1964年の海外旅行自由化、さらには1970年
之】○

代のジャンボジェット機登場に象徴される

大量輸送に裏づけられた観光と見られてい和

る。アメリカ、西ヨーロッパにおいてはわ

が国より10－20年早いといわれている。こl沖

こでは、我が国、日本を中心にして論を進

めてゆくことにする。

よくマスツーリズムの弊害として、大量
！¢

化した観光に伴って引きおこされる環境破

壊、不適切な観光施設、観光の主休たる大　○

衆の消極的な行動などが挙げられる。しか

し大衆化そのものは非難されるべきもので

はなく、健全な形で、先進国から発展途上

国へと世界的に波及していくべきものであ

る。大衆が経済力を得て観光の楽しみを得

て量的に大きな力となってゆく、それがマ

スツーリズムなのである。

経済的に成熟した先進国であるわが国に

おいてマスツーリズムにいかに変容してき

たか、又、今後どのような足跡を辿ろうと

しているのかを分析しマスツーリズムと何

なのかとの結論を得たい。

1－2　国内観光と国際観光

マスツーリズムの変遷を分析するには、

まず、日本における旅行者数の実績の経緯

・tt t∝偶人、

を国内、国際別に見る必要がある。以下に

示す図は1965年（昭和40年）以降の旅行者

数の変遷を国内、国際別に示したものであ

る。（下記図1．2参照）これらの図を見

て注意しなければならないのは図1の国内

宿泊観光旅行者数の単位は100万人、図2

の海外旅行者数の単位は、1万人でグラフ

の単位が大きく違う点である。国内につい

ては1965年ですでに5100万人という数に上

っておりこれは国際観光のピークの年2000

年の1782万人よりはるかに大きい数字であ

る。

図1．国内宿泊観光旅行者数の変遷
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図2．国際旅行者数の変遷
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図1、図2を見てまず分かることは、国

内観光は1965年の時点でかなりの数字に達

していたという事実である。大阪万博の後

の落ち込み約5年間は、その状態で殆んど

増減のない時期が続いている。これは大阪

万博が終わったあとの落ち込みであるが、

同時にこの頃より国際観光の進展より国際

観光にシフトした層がいたことも無視でき

まい。国内観光の特徴は大きなイベントを

きっかけに上昇し、そのあとは、増えたレ

ベルがそのまま維持されるという形をとっ

ている。バブル経済ピークの1991年に2億

1500万人を記録し1965年に比べ約4倍に増

加している。その後は漸減傾向が続いてい

るがこのデータは宿泊旅行者数の実績なの

で日帰り旅行者が含まれていない。マイカ

ーによる日帰り旅行の増を推定すると下落

傾向を過大視はできないだろう。むしろ国

内観光の内容の変化に着目すべきである。

国内観光は1億5千万人を超える成熟した

市場である。国際観光のような大きな成長

率を期待することは難しい。

一方、国際観光については図2に示すよ

うに1964年の海外旅行自由化をきっかけに

して右肩上がりの上昇を続けてきた。1970

年のジャンボジェット機導入を機に急増し

1985年までは比較的なだらかな成長を続け

てきた。1985年秋のプラザ合意以降の急激

な円高とバブル経済の影響を受け1990年に

1000万人の大台を突破した。

その後も着実に成長を続け2000年には

1782万人と史上最高を記録したが、相次ぐ

テロ、SARSなどで減少に転じたが2004年か

ら大幅な回復を見せ2005年には1740万人と

史上2位の数字を記録した。国際観光の今

後の成長を予測するとテロ・疫病のような

突発的なことが起きない限り着実に増加し

てゆくと考えられる。日本人海外旅行者数

が2000万人を超える時も、そう遠くはある

まい。マスツーリズム分析でまず念頭副こ産

かねばならないのは、国内と国際をそれぞ

れ支える人数のパイは圧倒的に国内が大き

いということである。

観光が大衆化していく一つのプロセスと

して国内旅行から海外旅行が可能になって

いくことをあげる論もあるがマスツーリズ

ムをあくまで観光の大衆化、集団化として

とらえるならば、むしろ国内観光、国際観

光を分けて分析しその実態を論ずるほうが

適切だと判断する。日本の場合、上述のご

とくマスツーリズムは国内旅行から海外旅

行への進展で捉えられがちであるが、国内

旅行はそれ以前に大衆化のプロセスを踏ん

でいる可能性がある。日本は、島国であり

国内観光と国際観光は、歴史的に異なった

成長過程をとっていること、あるいは、観

光の媒介である交通を取ってみれば、国内

の交通アクセスは、自動車はあるが、島国

日本では自動車はなく、航空と船のみであ

り、しかも98％は航空が担っていることな

どを考えれば国内と国際をまず分けて分析

することが妥当と判断する。

2．国内観光（第2次大戦前）

国内観光の歴史的変遷を見るには、観光

の途絶えた第2次大戦を境に大戦前と大戦

後に分けて論ずるのが妥当であろう。第1

次大戦においては、我が国は戦地とならな

かったことより観光への影響は少なかった。

従って明治、大正、昭和第2次大戦前まで

を一くくりとする。
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2－1　観光に関する法整備・行政施策

日本国内観光者数統計は、1963年観光基

本法が制定され観光白書が発行された以降

は、一定基準に沿った統計が残っているが

それ以前は体系的な統計が存在しない。し

たがって第2次大戦前については、断片的

な情報を分析し大局的に検証する必要があ

る。まず、認識しなければならないのは、

第2次大戦以前、それも明治にさかのぼっ

て日本人の旅の意識は極めて高く、国内観

光地は急速に整備されていったことである。

明治時代に入り我が国は、脱亜入欧により

富国強兵に努め近代化を目指した。観光の

分野でも西欧諸国に遅れることなく近代的

な法整備・行政施策に努めている。すなわ

ち1896年、外国人訪日観光客の誘致を目的

とした貴賓会が設立された。さらに1912年

に鉄道省の傘下に、外客誘致と国際旅行斡

旋業務を行うジャパン・ツーリストビュー

ロー（日本交通公社と国際観光振興会の共

通の前身）が設立された。国際観光のみな

らず国内観光も扱うことになりその後のわ

が国における国内観光進展に大きく寄与し

た。この1912年という年は、ヨーロッパ諸

国で政府観光局が相次いで設立された時期

より早い時期にあり（スイス1917年、イタ

リア1919年、ドイツ1928年等）観光を重視

した我が国の姿勢がうかがわれる。国内観

光は、大正時代末の1920年ごろから急増し

てくる。自然観光資源の保護にも力が入れ

られ1931年（昭和6年）国立公園法が成立

している。成立当初は、国内外の観光客誘

致が主なるものであったが、次第に自然環

境の保護地域としての性格を強めている。

国立公園制定により国民の国内観光に対す

る興味はだんだんに高まってゆき1936年

（昭和11年）には訪日外国人・日本人国内

観光客数は、ピークに達する。第2次大戦

前にも国内観光の高まりがあったというこ

とであり、特に大衆化の傾向が、その時期

からあったことは見逃せない。上に述べた

国立公園法などは訪日外国人誘致のための

観光資源の保護育成というのが大きな目的

であったが、結果としては日本人大衆にと

っての国内観光の振興という側面のほうが


